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 本号の主なニュース  

 1. 平成２２年度中小企業関係予算要求の概要 

2. ＪＦＷジャパン・クリエーション２０１０ＡＷご案内 

3. 生糸の関税割当申請(二次募集)並びに実績報告書提出について 

4. 平成２１年度織布運転技能審査試験の募集について 

5. 第３７回繊維通商問題研究会開催について 

◇ 平成２２年度中小企業関係予算要求の概要 ◇ 

経済産業省は８月２０日に平成２２年度予算の概算要求額を発表したが、そのうち、

中小企業関係予算(中小企業庁概算要求額)は１，６０３億円（対前年比＋２９９億円）

を計上した。(以下、○は柱書きに関連する予算重点項目、◇はそれ以外の予算重点項目、

●は財投関連) 

１.景況悪化に対する中小企業対策  

かつてない景気悪化の中で、売上減少、収益圧迫、資金繰りの悪化と中小・小規模企

業を巡る状況は、厳しさを増している。こうした中で、一件でも倒産を増やさないこと

で、中小・小規模企業の事業継続・雇用を守れるよう、資金繰り対策に万全を期す。  

（１） 

２２年度：２２０億円（２１年度予算：１５０億円）  

セーフティネット貸付等の万全な実施  

○日本政策金融公庫の経営基盤の強化                   ２２０億円（１５０億円）  

中小企業に対する資金供給の円滑化を図るため、日本政策金融公庫の経営基盤を強

化し、資金供給業務を円滑に行う環境等を整備。  

●セーフティネット貸付（日本政策金融公庫）         財投１兆４，０００億円の内数  

（２） 

２２年度：１０２億円（２１年度予算：５６億円）  

緊急保証制度等の万全な実施  

○セーフティネット保証の積極的活用           ６０億円（１４億円）  

○信用保証協会の経営基盤の強化             ４２億円（４２億円）  

中小企業に対する資金供給の円滑化を図るため、信用保証協会の経営基盤を強化し、

http://www.kinujinsen.com/�
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資金供給業務を円滑に行う環境等を整備。  

２.中小企業の経営力の向上 

中小・小規模企業が厳しい環境変化に適応し、事業・取引の適正化による、経営力向

上が図れるよう、事業再生・事業承継の円滑化や、相談体制等の環境整備を図る。また、

特に景気悪化のしわ寄せが及びやすい下請中小企業に対しては、親企業による買いたた

きや過剰な値下げ要請などを防ぎ、正当な利益を守っていくため、下請代金支払遅延等

防止法の運用強化や、相談体制の拡充等の対策を講じていく。 

（３）事業再生・転業支援 

○中小企業再生支援協議会事業                ５０億円（４５億円）  

  ２２年度：１１６億円（２１年度予算：１０６億円）  

企業再生の専門家が、再生を検討する中小企業の個別相談に応じるとともに、再生

計画の策定の支援を行う。  

○経営力向上・事業承継等支援体制構築事業  

（地域力連携拠点・事業承継支援センターの整備）       ６０億円（５５億円）  

地域中小企業の経営力向上を図るため、様々な経営課題に対し専門家の派遣やビジ

ネスマッチングを通じ、ワンストップで解決を図る経営支援サービスを展開する。  

○事業承継円滑化支援事業                    ６億円（６億円）  

事業承継支援センターをサポートする事業承継コーディネーターを、引き続き、全

国各地に配置するとともに、全国規模での経営統合・事業承継を促進するためのマッ

チングデータベースの充実を図る。  

◇中小企業総合経営支援事業                 ４９億円（４８億円）  

中小企業基盤機構が、地域力連携拠点を中心とした全国の支援機関との多様な連携

を図りながら、各支援機関からの要望や高度な支援ニーズに基づき、専門家派遣等に

よる販路開拓支援や全国規模で実施する商談会などの直接支援等を実施する。  

◇新現役チャレンジ支援事業                 １６億円（１６億円）  

自らのもつ豊富な経験・ノウハウ等を地域や中小企業支援に活用しようという「新

現役」人材をデータベースに登録するとともに、多様 な各地域・中小企業のニーズと

のマッチングを全国規模で実施する。  

◇創業人材育成支援事業（創業塾・経営革新塾）        １３億円（１３億円）  

小規模事業者の新規開業や新事業展開を支援するため、起業や経営革新を行おうと

する者を対象にビジネスセミナーを実施する。  

（４）下請取引の適正化の推進 

○下請代金支払遅延等防止法の厳格な運用等  

    ２２年度：７億円（２１年度予算：７億円）  

下請代金支払遅延等防止法に基づく親事業者及び下請事業者に対する書面調査や立

入検査を強化することで、同法違反行為への厳正な対応に努める。その上で、禁止行

為に該当する場合やおそれがある場合、親事業者に対し警告文書発出、改善指導措置

等を行い、減額した下請代金を返還させるとともに、再発防止策を講じさせる。特に、
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悪質な違反行為が認められた場合には、同法に基づき、公正取引委員会に措置請求を

行い、企業名を公表する。  

○中小企業取引適正化対策事業   （下請かけこみ寺の整備） ７億円（７億円）  

全国48箇所に設置した下請かけこみ寺において、中小企業からの取引に関する相談

対応（無料弁護士相談を含む）や裁判外紛争解決手続（ＡＤＲ）を行うとともに、下

請ガイドラインの普及啓発等を実施する。  

３．中小企業の新分野への進出支援  

経済危機の「後」を見据え、新しい需要を創出するため、中小・小規模企業の仕事を

創るとともに、魅力を発信すること等を通じ、新たな分野に挑戦する中小・小規模企業

の支援を図る。また、中小・小規模企業の省エネ対策を支援する。  

◇中小企業海外展開支援事業（ＪＥＴＲＯ事業）      ３１億円（２６億円）  

海外への投資や販路開拓などの国際化を指向する中小企業に向けて、輸出拡大、知

的財産保護、ミッション派遣、情報収集・提供等の支援を通じ、中小企業の国際競争

力の強化と国内経営基盤の強化を図る。  

（５）国内外への販路開拓支援   

○ＪＡＰＡＮブランド戦略展開支援事業            １８億円（１２億円）  

２２年度：４９億円（２１年度予算：３３億円）  

地域産品の輸出を促進するため、地域産品のブランド確立を目指し、地域の小規模

事業者と輸出産品プロデューサー等が一丸となって、ブランド発展への支援を行う。

また海外見本市への出展やバイヤーとのマッチングを行う。  

○市場志向型ハンズオン支援事業               ２９億円（２１億円）  

農商工等連携や地域資源活用等による新商品・新サービスの開発に取り組む中小・

小規模企業者等に対し、マーケティング等に精通した専門家が、事業計画作成、市場

調査、商品企画においてアドバイスなどの支援を行うとともに、開発された新商品等

の販路開拓の支援を実施する。  

○着地型地域中小・小規模企業支援事業               ２億円（新 規）  

地域の産品、観光資源等の「価値」の源泉となる地域の自然、歴史、文化等の魅力

を体験できるイベント等を束ねて企画、実施する取組を支援する。  

◇新事業活動促進支援事業                  ６５億円（６０億円）  

地域に根ざした農林水産業と商工業が連携する「農商工連携」や、各地域の強みで

ある「地域資源」を活用することによる、中小企業者等の新商品・新サービスの開発

等を支援する。  

◇小規模事業者新事業全国展開支援事業（地域資源∞全国展開プロジェクト）２４億円

（２５億円）  

小規模事業者による全国規模の市場に向けた事業展開を促進するため、商工会・商

工会議所が事業者と協力して進める、特産品開発や観光資源開発及びその販路開拓等

の事業を支援する。  
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◇中小企業海外展開支援事業（ＪＥＴＲＯ事業）       ３１億円（２６億円）  

海外への投資や販路開拓などの国際化を指向する中小企業に向けて、輸出拡大、知

的財産保護、ミッション派遣、情報収集・提供等の支援を通じ、中小企業の国際競争

力の強化と国内経営基盤の強化を図る。 

２２年度：１５７億円（２１年度予算：５６億円）  

（６）ものづくり技術力の維持・強化  

○戦略的基盤技術高度化支援事業               ５４億円（５４億円）  

我が国製造業の国際競争力の強化と新たな事業の創出を目指し、「特定ものづくり

基盤技術」の高度化に資する革新的かつハイリスクな研究開発などに取り組む中小企

業を支援する。  

○ものづくり中小企業製品開発等支援事業          １００億円(新 規)  

ものづくり中小企業が行う「特定ものづくり基盤技術」を活用した試作品開発とそ

の成果に係る販路開拓等への取組を支援する。  

○川上・川下ネットワーク構築支援事業            ３億円（２億円）  

ものづくり基盤技術を担う川上の中小・小規模企業と、燃料電池や情報家電等の川

下産業間の連携・すりあわせをコーディネートする人材の配置や、両者の情報交換の

場やマッチングの機会を創出する。  

◇ＳＢＩＲ段階的競争選抜技術革新支援事業          ５億円（５億円）  

国として解決すべき優先度が高く、かつ国の機関等による調達ニーズがある技術課

題に係るテーマについて公募を行い、中小・ベンチャー企業が調査を行うとともに、

当該調査の結果を踏まえ絞り込まれた研究開発を実施する。  

（７）低炭素型社会への対応 

○省エネルギー導入支援          １３億円（１３億円）【エネルギー特会】  

   ２２年度：２８億円（２１年度予算：２１億円）  

中堅・中小企業や業務部門を含めた工場・事業場等における省エネ対策を促進する

ため、専門員等による省エネ技術・設備の導入に関する診断事業、説明会開催等の取  

組を行う。  

○「国内クレジット制度」による排出削減対策支援等        １５億円（８億円）  

国内クレジット制度の着実な実施を図るため、制度運営にかかる事業を行うととも

に、制度の利用が期待される中小企業等を対象に、省エネ無料診断を含んだ排出削減

事業計画の無料作成支援、審査費用支援等を内容としたソフト支援の充実を図る。 

４．地域コミュニティを担う商店街の活性化 

商品やサービスを提供し消費を牽引するとともに、イベントや地域住民交流等、場

の提供などに大きな役割を果たしている商店街を地域コミュニティの担い手と位置付

けて、少子・高齢化、安全・安心、環境等の社会的課題に対応する商店街の取組を支

援し、その活性化を図る。 
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２２年度：４９億円（２１年度予算：４２億円）  

（８）社会活動に対応した商店街の取組支援  

○中小商業活力向上支援事業 ４９億円（４２億円）  

商店街等が行う、少子高齢化、安全・安心、環境等の社会的課題に対応する商業活

性化の取組を支援する。  

◇戦略的中心市街地商業等活性化支援事業           ７０億円（５８億円）  

中心市街地活性化法の認定を受けた基本計画に基づく商業活性化事業や中心市街地

活性化協議会の設置・運営等を支援する 

 

◇ＪＦＷジャパン・クリエーション２０１０ＡＷのご案内◇ 

ＪＦＷジャパン・クリエーション２０１０Ａ/Ｗが、下記のとおり１０月７日(水)～９

日(金)の３日間、東京ビックサイトにおいて開催されます。 

日絹工業会は、昨年に引き続き２回目の出展となりますが、今回は、出展企業の募集

を結果、６産地４３の企業と企業グループが参加することになりました。今年の日絹ブ

ースは、展示スペースを３６０㎡確保し、斬新なデザインのパビリオン形式にしました

ので、昨年より集客効果が期待できるものと確信しております。 

是非ご来場いただきますようご案内申し上げます。なお、本会から９月１０日付第○

○号にてご案内(招待状)を各組合に送付しております。 

[開 催 日]   2009年 10月 7日（水）・8日（木）・9日（金） 3日間 

[時   間]   10 : 00 ～ 18 : 00（最終日のみ 17:00まで） 

[会   場]   東京ビッグサイト 西 1・2ホール 

[日絹ブース番号] C-20(プロモーションゾーン)  

会場内正面のトレンド＆インデックスコーナーの左隣り。 

詳細(出展者企業等)についてはJFW-JCのホームページをご覧ください。 

http://www.japancreation.com/index.html 
 

 

◇ 生糸の関税割当申請(二次募集)並びに実績報告書提出について ◇ 

１．関税割当の二次募集について 

農林水産省は平成２１年度の関税割当に残量(生糸換算で５，０００俵相当)が生じた

ため、２０国際第１２４１号関税割当公表第５４号の規定により、平成２１年度の繭及

び生糸の関税割当申請(二次申請)を受け付けます。 

 生糸の関税割当申請者の資格を有する者(絹織物業者若しくはその組合団体)にあって、

割当を希望する場合は、本会関係では既に通知した「平成２１年度関税割当制度の申請
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手続き（二次募集）について」(８月２０日付２１絹人繊工連発第３０号)を参照の上、

１０月 1日（水)までに本会に申請書の提出を行ってください。 

２．実績報告書提出について 

また、同規定により平成２１年度上半期(４月～９月)の実績報告書の提出を行うこと

になっています。 

ついては、本年４月に関税割当を受けた者は「平成２１年度関税割当実績報告書の提

出について」(８月２５日付２１絹人繊工連発第３１号)を参照の上、１０月７日までに

本会に実績報告書の提出を行ってください。 

 

◇ 平成２１年度織布運転技能審査試験の募集について ◇ 

 本会は、平成２１年度織布運転技能審査試験の募集を、平成２１年８月３日付２１絹

人繊工連発第２９号「平成２１年度織布運転の技能審査試験の募集について」において

募集案内を行った。その結果本会関係では、準備工程４名(整経１名、糊付け３名)、製

織工程１９名(ＡＪＬ３名、ＷＪＬ１４名、レピア２名)の申し込みがあった。 

技能審査試験の概要については以下の通り。 

１．対  象 

「準備工程」「製織工程」「仕上工程」の運転業務に従事する者の有する技能で、受

験資格は、１級が勤続２年以上、２級が勤続１年以上。 

受験対象工程は、「準備工程」は整経、糊付から、また、「製織工程」は有杼織機、エ

アジェット式織機、ウォータージェット式織機、レピア式織機、グリッパー式織機か

ら選択。 

◎ 合格者に対する称号 

・１級織布運転技士（準備工程）  ・２級織布運転技士（準備工程） 

・１級織布運転技士（製織工程）  ・２級織布運転技士（製織工程） 

・１級織布運転技士（仕上工程）  ・２級織布運転技士（仕上工程） 

２．試験内容 

（１） 学科（筆記）試験 

学科試験は一般知識と専門知識に大別。 

（ａ）一般知識 

繊維産業に従事する者にとっての基本知識で、範囲は以下のとおり。 

①繊維の種類と特徴 ②紡績の基本原理と糸の種類及び特徴 ③製織の基本

原理と布の種類及び特徴 ④統計的なものの考え方と工程管理 ⑤安全と衛

生 

（ｂ）専門知識 

① 機械の構造と作用（付属装置も含む） ②諸計算 ③試験・検査 ④運転
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管理の心得、標準動作の手順 

（２） 実技試験 

  １級 ２級 

 

準 備 工 程 

 

 

 

 

１ 

２ 

３ 

４ 

 

始業作業 

運転作業 

ビーム交換作業 

異常時の処理判断 

 

始業作業 

運転作業  

ビーム交換作業 

異常時の処理判断 

 

製 織 工 程 

 

 

 

 

 

１ 

 ２ 

 ３ 

 ４ 

 ５ 

 

経糸継ぎ作業 

緯糸継ぎ作業 

切卸及び運搬作業 

機台の見回り作業 

異常時の処理判断 

 

機台の始業及び停止作業 

経糸継ぎ作業 

緯糸継ぎ作業 

機台の見回り作業 

異常時の処理判断 

 

仕 上 工 程 

 

  １ 

 ２ 

 ３ 

 ４ 

 

 始業作業 

 検査作業 

 格付け作業 

 異常時の処理判断 

 

始業作業 

検査作業 

格付け作業 

異常時の処理判断 

 

 なお、既に学科（筆記）試験又は実技試験の合格者で本年度受験する者は、申請の

際「一部合格証明書」のコピーを添付すれば、一部合格している学科試験又は実技試

験が免除される。受験料は、１級、２級ともに学科（筆記）試験５千円、実技試験１

万５千円。試験実施の日時及び場所については平成２１年１０月５日～１１月３０日

で学科試験は県ごとに、実技試験は勤務先工場で実施する予定。 

 

◇ 純国産絹マーク管理規程等の一部改正について ◇ 

社団法人日本絹業協会は９月９日付けで純国産絹マークに係る管理規程等の改正を

行った。従来純国産絹マークの表示の対象絹製品の範囲については、和装品及び洋装

品に限定されていたが、改正後は、寝具寝装品を純国産絹マークの表示の対象となる。 

また、帯及び帯締については、伝統的に金糸、銀糸等の絹以外の繊維等を使用する 

ことにより、絹製品としての価値を高めてきた経緯があり、かつ、国産生糸を使用す

る帯及び帯締めについては、５パーセントを超えて使用する場合が多く、純国産絹マ

ークの対象絹製品にならないことから、新たに純国産絹マーク特例管理規程を制定し、

絹使用部分については純国絹マークの表示の対象とした。 

純国産絹マーク特例管理規程は以下の通り。 

第１条 純国産絹マーク(以下「マーク」という。)は、絹以外の繊維を重量比率で５パ
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ーセント(重量の比率で算出する。以下同じ。)を超えて用いた帯及び帯締のうち、第

２条に掲げる要件のすべてを満たす帯又は帯締であって、社団法人日本絹業協会が認

めるものについてもマークの表示対象とすることができる。 

この場合、マークの表示対象となる帯及び帯締にあっては、マークの図柄中の「純

国産」の文字の直下に、「絹使用部分」という黒色の文字を加えて表示するものとする。 

第２条 マークの表示対象とすることができる絹以外の繊維を５パーセントを超えて用

いた帯及び帯締は、※絹以外の繊維の使用によって帯及び帯締の価値が著しく増加す

るもの

(1) 帯及び帯締全体に占める絹使用部分の割合が７０パーセント以上であるも

のであること。 

で、かつ、次の要件をすべて満たすものでなければならない。 

(2) 帯及び帯締において使用される絹が、すべて、国産の繭から操糸された生糸

(紬糸等を含む。)を用い、かつ、国内で染織(製編)されたものであること。 

(3) 純国産絹マーク管理規程第３条の(2)に該当するものであること。 

(蚕糸業と絹業の提携によって開発された生産履歴が明確な製品で国産の繭

又は生糸の特徴又は希少性が活かされていること) 

上記※における絹以外の繊維の使用によって帯及び帯締の価値が著しく増加するも

のとして使用する、いわゆる金銀糸平箔等については、次のいずれかに該当するもの

に限るものとする。 

1. 和紙等をベースに、プラチナ、金又は銀を箔押又は蒸着させたもの(撚り糸で

あるかスリット糸であるかは問わない。) 

2. ポリエステル等のフィルムベースにプラチナ又は金を蒸着させたもの(和紙

等での裏貼りの有無は問わない。また、撚り糸であるかスリット糸であるか

は問わない。) 

3. ポリエステル等のフィルムベースに銀を蒸着させたもののうち、和紙等で裏

貼りしたもの(撚り糸であるかスリット糸であるかは問わない。) 

4. 帯及び帯締の価値を高めると認められているソフトリボン箔 

5. 繊維(絹であるか否かは問わない。)に直接銀蒸着し、合成塗料でコーティン

グしたもの 

6. うるし糸(芯の素材を問わない。) 

なお、本件についての問い合わせ先は以下のとおり。 

社団法人日本絹業協会 

東京都千代田区有楽町１－９－４  蚕糸会館 

(電話０３－３２１４－１６９１) 
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◇ 繊維製品の品質表示規程の改正について ◇ 

繊維製品品質表示規程の改正が行われ、８月２８日付(経済産業省告示第 274 号)で
公布された。 

現行の繊維製品品質表示規程については平成９年１０月に制定された後、平成１２

年と平成１８年に一部改正されたが、その後、繊維製品を取り巻く環境変化や使用実

態との乖離等を踏まえて今回、改正が行われた。 
主な改正点は、①特殊な表示方法(列記表示の対象品目)の見直し、②混用率の許容

範囲の見直し、等などで、平成２２年９月１日から施行される。 
(詳細は 21 絹人繊工連発第 35 号で通知済み) 

 

◇ 第３７回繊維通商問題研究会の開催 ◇ 

第３７回繊維通商問題研究会は経済産業省通商政策局通商機構部高科参事官、製造産

業局間宮繊維課長、高木通商室長、橋詰課長補佐等の出席を得て９月１４日（月）に銀

座フェニックスプラザで開催された。 

委員会は下村会長の挨拶に次いで、新たに日本繊維産業連盟の副会長・事務総長に就

任の小川恒弘の紹介と同氏の挨拶の後、（１）日本の繊維貿易の現況、（２）最近の通商

問題全般、（３）最近のＥＰＡ交渉の状況と課題、（４）ＥＰＡ協力、（５）日中知的財産

権保護推進ＷＧの結果報告、（６）輸出拡大のためのタスクフォース検討、について説明

と検討が行われた。主な説明・検討内容は以下の通り 

日本の繊維貿易の現況に関しては、事務局から昨年と本年１～７月期における輸出入

全般の動向と地域・国別輸出入動向についての資料説明があったが、昨年来の円高に影

響で輸出、輸入額は前年比を下回って推移している中、特に今年１～７月の輸出（円ベ

ース）は前年同期比２９%と大幅な減少が余儀なくされている。一方、輸入（円ベース）

は１０％の減少であったが、ドルベースでの輸出入額は前年比それぞれ２１%減、１%減

であった。なお、輸入については、中国の減少率は全体の減少率より小さかったため、

輸入構成比はむしろ上昇している。 

また、ＷＴＯ交渉の状況については通商機構部高科参事官からＮＡＭＡ（非農産品市

場アクセス）交渉についての基本構図や合意までの手続きに関しての説明があり、繊維

課通商室担当官からは最近のＥＰＡ交渉の状況と課題としてインド、ペルー、フィリピ

ン等との交渉状況の説明と、ＥＰＡ協力に関するベトナム、インドネシア、タイ向けの

協力状況が報告された。 

日中知的財産権保護推進ＷＧの結果報告では、去る８月２５日に中国上海市で開催さ

れたＷＧで議題となった両国の繊維産業の現状と課題に関する意見交換と、「日中知的

財産権保護に関する覚書」の執行に関する議論の内容等が紹介された。 
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最後に、（６）輸出拡大のためのタスクフォース検討技術流失問題では、①「不正競争

防止法の一部を改正する法律（平成２１年４月３０日法律第３０号）」についての概要や

問題点についての説明と、②日本繊維輸入組合が日本製織物の模倣防止のための中国市

場調査を中小企業基盤整備機構の委託調査事業により着手したことの報告があった。 

また、輸出市場の開拓や海外展示への効率的な助成のあり方、海外進出・展開事業の

実態調査など、輸出拡大のためのタスクフォース検討案の紹介・了解があった。 

なお、次回開催は 11月中旬予定で検討中である。 

 

◇ 日・ベトナム経済連携協定の発効について ◇ 

平成２１年８月２５日の閣議決定を受けて、「経済上の連携に関する日本国とベトナ 

ム社会主義共和国との協定（日・ベトナム経済連携協定）」の効力の発効に関する外交上

の公文の交換が翌８月２６日にハノイ（ベトナム）で行われた。 

同協定は、８月２８日に条約第８号として官報に公布され、本年１０月１日に効力を 

生ずる。 

  この協定は、ベトナムとの間の経済上の連携を図るため、物品貿易の自由化及び円滑

化、知的財産権の保護をはじめ、広範な分野について定めたもので、我が国にとり、既

に発効しているシンガポール、メキシコ、マレーシア、チリ、タイ、インドネシア、ブ

ルネイ、ＡＳＥＡＮ、フィリピンとの経済連携協定、また９月１日に発効したスイスと

の経済連携協定に続き１１番目の経済連携協定になる。 

なお、協定発効後に我が国がベトナムから輸入する絹織物や合繊織物等繊維製品の関

税率は、効力発生日（１０月１日）から即時撤廃される。 

ただし、繭と野蚕でない生糸（家蚕生糸）については、関税に係る約束の対象から除

外された。 

 

◇消費生活用製品等による事故等に関する情報提供について◇ 

平成２１年９月１日に消費者庁が設立されるとともに、改正消費生活用製品安全法が

施行された。これにより消費生活用製品安全法（昭和４８年法律第３１号、以下「消安

法」という。）に基づき、報告が義務付けられている重大製品事故情報については、これ

までの経済産業省から消費者庁が受け付けと公表を行うことになる。 

また、報告された重大製品事故の安全性に関する技術上の調査は、消費者庁と経済産

業省が共同して行うこととなり、これまで同様、独立行政法人製品技術評価基盤機構（Ｎ

ＩＴＥ）が調査を行う。 

なお、消費者に係る事故等に関しては、社会からの関心の高まりがあり、消費者庁、

消費者委員会の設置に伴い、事故を起こした事業者等は直接的な消費者委員会からの指
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摘に対するきめ細かな対応が要求される。 

なお、本件についての問い合わせ先は、以下のとおり。 

経済産業省商務流通グループ製品安全課製品事故対策室 

（電話０３－３５０１－１７０７） 

 

動 向      

８月２０日 第１７回東京ファイバー実行委員会 

  ９月 ２日 第１８回東京ファイバー実行委員会  

    １０日 純国産絹マーク審査員会 

１４日 日本繊維産業会議合同幹事会 

     同日 日本染織博覧会第２回実行委員会 

同日 第３７回繊維通商問題研究会  

１５日 日インドネシア産業協力ＷＧ 

    １６日 蚕糸絹業情報連絡会 

 

今後の会議予定 

☆ 第５回日韓繊維ＦＴＡ推進ＷＧ 
    ９月２８日（月）１２時 於 韓国ソウル 

☆ 当会絹織物部会・化合繊織物部会・専門委員会合同会議 
   １０月 ７日（水）１２時 於 東京ビッグサイト 

☆ 繊維産業流通構造改革推進協議会 第１０回経営トップ合同会議   
   １０月 ２９日（木）１４時 於 東京ＴＦＴビル 

 

イベント 

☆ テックスワールド・パリ２００９ 

  ９月１４日（月）～１７日（木）１０時～１８時(１７日は１６時３０分まで) 

  会場：パリ・ル・ブルジェ見本市会場 

☆ Ｋｉｂｉｓｏ展(鶴岡シルク) 

  ９月１７日 (木)～１９日（土）１０時～１７時 

会場 : 青山 ＲＩＮ 

☆ ＴＯＫＹＯ ＦＩＢＥＲ０９-ＳＥＮＳＥＷＡＲＥ展 
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  ９月１８日 (金)～２７日（日）１１時～２０時 

(前日の１７日は１６時から関係者による内覧会) 

会場 : 21_21ＤＥＳＩＧＮ ＳＩＧＨＴ（東京ミッド・ガーデン) 

☆ ＴＯＣＨＩＯ ＴＥＸＴＩＬＥ ＣＯＬＬＥＣＴＩＯＮ`１０ 

  １０月６日（火）～７日（水）１０時３０分～１８時(７日は１６時３０分まで) 

  会場：表参道・新潟館(ネスパス) 

☆ ＪＦＷ-ジャパンクリエーション２０１０ＡＷ 

  １０月７日（水）～９日（金）１０時～１８時(９日は１７時まで) 

  会場：東京ビッグサイト西１・２ホール 

☆ 五泉ファッションフェアＩＮ東京 

  １０月１５日（木）～１６日(金) ９時３０分～１６時３０分(１６日は１６時まで) 

  会場：日本橋プラザビル 

☆ 丹後きものまつりＩＮ天橋立 

  １０月１８日（日）１２時より 

  会場：天橋立ホテル 

☆ インターテキスタイル上海-アパレルファブリック 

  １０月２１日（水）～２３日(金) 

  会場：上海新国際博覧センター 

☆ 日本染織文化博覧会 

  １０月２１日（水）～２８日（水） 

  会場：日本橋高島屋、日本橋三越本店、日本橋プラザなど日本橋界隈周辺エリア 

☆ きものサミットＩＮ京都 

  １０月２９日（木）１１時３０分～１３時 

  会場：西陣織会館 ３階ホール 
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